
Crunch timeシリーズ
エンタープライズ
サービスデリバリーの改革



まずはクイズです

近頃、CFOが心配で
夜も眠れない理由は何でしょうか。

解答の鍵
エンタープライズサービスデリバリーが、あなたの会社の迅速
性向上、イノベーション活性化および効率性の改善に役立つと
したらどうでしょうか。あなたはよく眠れるようになるでしょうか。

営業収益性

デジタルトランスフォーメーション

ウォールストリートの予想

人材・タレント戦略

そんなに単純な話ではない
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エンタープライズサービスデリバリー

ポイント

1. 最大の費用対効果を得るために、どこで、
どのように業務を行うかを考慮したサービ
スデリバリーモデル

2. 顧客体験の向上を実現する一方で対応力
を高めるようにデザインされた組織コンセ
プト

3. エンドツーエンドのビジネスプロセス改善
にフォーカスし、一元管理された多機能
チーム

先進企業では、エンタープライズサービスデリ
バリーは、単なるシェアードサービスではあり
ません。
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ニューノーマルで
求められる取り組み
CFOの主な仕事が日々の経理財務業務の遂行と管
理だったのは過去の話です。CFOはここ何年にもわ
たって、事業のあらゆる場面に関わる変革の指揮を
執ってきました。今日のCFOの業務は、過去と比べ
大きく様変わりしています。

COVID-19パンデミックによって引き起こされた公衆
衛生および経済の二重の危機は、仕事の本質に関す
る長年の常識を覆すと同時に、トランスフォーメー
ションに関する最高責任者としてのCFOの役割を拡
大しました。COVID-19のアウトブレイク後、ロック
ダウンによって多くの従業員が在宅勤務を余儀なくさ
れ、事業継続を確保するためにあらゆる地域でサプ
ライヤーネットワークの再編成が必要になり、財務部
門はリモートでの決算業務およびアニュアルレポート
作成を行わなければなりませんでした。他にもたくさ
んの例があります。
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 • 機能横断のコラボレーションツールおよびプロセス
は、危機的状況の中で、組織が十分な情報に基づく
迅速な意思決定を行うために役立ちます。

 • 労働力や就業場所に厳しい制約がある中でも、業務
プロセスのオートメーション化によって事業運営を継
続、維持することができます。

 • 幅広いパートナーネットワークによって、需要の急増
に応え、個別タスクに必要な専門スキルの提供を受
けることが容易になります。

 • ビジネスユニットおよび地域をまたぐ迅速な人員転
換を行う際には、標準化されたシステムや業務プロ
セスが必要不可欠です。

 • クラウドでのレポートシステムによって、ユーザーは
インターネットに接続できる場所ならどこからでも、
必要な時にリアルタイムの情報にアクセスできます。

 • プールされた経営資源（人員含む）によって、組織は
機能を横断して、必要な場所に効率的に業務遂行能
力を割り当てられます。

 • 従来、オンサイトで行われていた仕事の大部分は、
適切なコラボレーションツールを整備すれば、従来
とは異なる組織に業務担当を移行または分配するこ
とができます。

企業がニューノーマルに取り組む中で、いくつかの教訓が明らかになりました。

教訓
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一例：ある企業では、パンデミック以前、電子請求お
よび決済システムに一部のベンダーしか移行していま
せんでした。オフィスの閉鎖によって手作業での決済処
理に遅延が生じた際、ある小規模ベンダーがサービス
契約を終了する旨を通知してきました。しかし、その契
約が打ち切られると生産に影響が出ます。そのため、
財務部門は、慌てて支払を実行しなければなりません
でした。この問題は、ほんの一部の手作業による決済
プロセスが、大きなリスクを引き起こす可能性がある
ことを示しています。

別の企業では、CEO以下の従業員全員で事業計画の
拠り所とする週次実績レポートを作成している最中に
パンデミックが発生しました。レポート作成プロセス
には自然言語処理が用いられ、大部分が自動化され

たクラウドベースのシステムであったため、従業員の
大部分がリモート勤務を行うことになった際も、通常
通りのレポーティングプロセスを継続することができ
ました。

端的に言えば、危機に柔軟に対応できるプロセスやイ
ンフラを有すること、そして将来の危機に対処する備え
ができていることが、成功を収める企業の特徴です。そ
して、この迅速性の構築は、企業全体を通して、テクノ
ロジー主導による社内業務のプロセスやサービスの提
供方法・体制（サービスデリバリーモデル）を再考す
ることから始まります。

危機に柔軟に対応できるプロセスやインフラストラクチャを有すること、
そして将来の危機に対処する備えができていることが、成功を収める企
業の特徴です。
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予算縮小の真っただ中で、成長性、効率性およびアジ
リティの向上という課題に直面し、多くのCFOは社内
業務・サービスのデリバリー体制を見直しています。

例えば、業務をベンダーにアウトソースしたり、シェアー
ドサービスセンターに移管したりすることです。その業
務をフルタイム従業員が行うかもしれないし、代替的
労働力が行うかもしれません。オフィスや事務センター
でオンサイトにて行われるかもしれないし、従業員の
自宅や複数の場所に分散されるかもしれません。機械
が行うことも人が行うこともできます。

どの業務がどこで誰によって行われるか、あなたはど
のように決定しますか。それはどのような種類の業務
かによります。あなたの会社が社内業務・サービスの
デリバリー方法の改善・向上の機会を見つけ、長期戦
に向けた準備ができるよう、次の課題について検討し
ましょう。

 • 業務の本質：それは本質的に単純作業かつ予測可
能な属性の業務ですか。それとも独自の分析やイン
サイトを必要としますか。

 • 事業との関係：おおよそ同一のワークプロダクトが
全社的に使用されていますか。その場合、それを標
準化して集約組織からエンドツーエンドでデリバリー
すること、つまりリソースを一か所に集約し、スケー
ルメリットを生かすことは可能ですか。それとも別の

機能やビジネスユニット向けにカスタマイズが必要
ですか。

 • デジタル強化：大量の反復作業を自動化することは
できますか。分析作業は人工知能の技術を生かし、
処理スピードおよびスケールを向上することができま
すか。

 • デリバリーオプション：その業務は（次のページで
説明する課題を考慮した上で）バーチャルまたはア
ウトソースによって行うことができますか。

選択肢を検討する際、新しい方法で社内業務・サービ
スを提供する上で必要な人材、能力、投資、そして実
行までに必要な時間を考慮しましょう。そうすることで、
優先順位を決め、ニーズを全体的に（総体的に）評価
することができます。

しかし、社内業務・サービスのデリバリー体制に関し
て言えば、全てに通用する画一的なアプローチはなく、
おそらくどのような初期モデルも、時間とともに組織の
ニーズが変わるにつれて進化していくことを覚えておい
てください。重要なのは適切な基本的要素から始め、
徐々に取り組みを積み重ねるということです。このト
ピックの詳細は「The future is now: Reimagining 
operating models to thrive in the new normal」
をご覧ください1。

どこから着手すべきか
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パンデミックによって一定の業務はリモートで行えることが証明されました。しかし、業務がリモートで行えるからといって、
必ずしもそうしたほうがいいわけではありません。バーチャルワークの実行可能性を検討する際、次のことを考慮しましょう。

バーチャルワーク

近接性

その業務は特定のビジネス
ニーズまたは知識との物理
的近接性を必要としますか。

統制および監督

リモートで管理するには
チームが大きすぎて、統制
不能に陥っていませんか。

制約

その業務をリモートで行うに
あたって、法律上または規
制上の制約はありますか。

個人的な考慮事項

地域的および人事的な制約
がリモートワークデリバリー
を妨げる可能性はあります
か。

コーディネーション

バーチャルな協力体制では
対応できないチーム間また
はシステム間でのコーディ
ネーションを必要としますか。

文化

バーチャルワークは企業の
強い文化を創造する能力、
その価値を浸透させる能力
に影響を及ぼしますか。

サービスレベル

その業務は厳しいターンア
ラウンドタイムなど重要な
サービスレベルが要求され
ますか。

パンデミックは次のことも 
証明しました。

経理財務部門において、
バーチャルワークはおそらく
定着するでしょう。オフィス
閉鎖後の経理財務業務の継
続が成功したことを受け、多
くの企業は年間を通して、経
理財務担当者の10～25％
をバーチャルワークに移行
するよう計画しています2。
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リーディングカンパニーはサービスデリバリーのアジリ
ティ、品質およびスピードを向上する方法を再考し、
CFOの権限が経理財務部門を越えて企業変革へと拡
大する中で、物事の考え方に変化が見られるようにな
りました。それがセンターオフィスです。

効率的に取引処理を行い、コストを削減し、課題に対
処する目的で、これまでもシェアードサービスが使用さ
れてきましたが、センターオフィスという概念はこのア
イデアをさらに推し進めることが可能です。センターオ
フィスはエンドツーエンドのプロセス改善に焦点を当
てたミッション中心型のアプローチで、イノベーション
を促進し、業績に影響を及ぼすプロアクティブなイン
サイトを生み出します。

確かに、バックオフィスのシェアードサービスが持つ従
来の役割は、今でも大きな価値をもたらします。ただし、
いくつかエンタープライズサービスデリバリーチームを
活用している企業のなかでCFOの業務範囲を広げた
事例があります。例えば、

 • エンドツーエンドのプロセス指向によって、問題の根
本的原因を促し、予測および意思決定のサポートを
強化するインサイトを提供できます。

 • 自動化やデータサイエンスなどの分野で重宝される
スキルを有する人材ハブとして、技術革新を効率的
に拡大し、オンデマンドで重要なケイパビリティを提
供できます。

 • そして、外部パートナーとのネットワークを構築・活
用することで、企業はアジリティを維持し、臨機応変
に説明責任を果たすよう手助けできます。

昨今のビジネス環境において費用対効果は大前提で
す。危機からの回復力を押し上げ、デジタルによる創
造的破壊にレバレッジを効かせることで新たな可能性
が切り開かれます。

バックオフィスから
センターオフィスへ

リーディングカンパニーはサービスデリバリーのアジリティ、品質およ
びスピードを向上する方法を再考する中で、物事の考え方に変化が見
られるようになりました。それがセンターオフィスです。
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3つの重要な目的
センターオフィスという概念は様々な形態をもち、時
間とともに規模や範囲を拡大することが可能です。調
達から支払いまたは受注から回収に至るプロセスと
いった、1つまたは2つのエンドツーエンドサービスに
焦点を当て、この転換に着手する企業もあります。こ
れらのサービスには、フロントおよびバックオフィス両
方のリソースによって実行されるアクティビティが含ま
れています。ロボティクスやアナリティクスなどの機能
的境界を超越する重要なケイパビリティを開発し、必
要に応じてそれらのケイパビリティを展開する企業も
あります。さらに、業務プロセスを一元化することから
着手する企業もあります。

後者の例として、例えば多くの税務部門でプロセスの
一元化が進められています。最近のDeloitte Global
サーベイにおいて税務部門リーダーは、間接税の申告
および納税、法人管理、関税および国際貿易コンプラ
イアンスに関して、シェアードサービスセンターを活用
することが好ましいと回答しています3。

昨今のビジネス環境において費用対効果は大前提です。企業のレジリ
エンスを押し上げ、デジタルによる創造的破壊にレバレッジを効かせる
ことで新たな可能性が切り開かれます。

方向転換の始め方を問わず、企業がそのシェアード
サービスアプローチを開始する中で、一般的にセン
ターオフィスという概念は以下の3つの重要な目的が
あります。

サービスとしてのケイパビリティの提供

デジタルトランスフォーメーションの推進

顧客体験の向上

各目的の詳細を見てみましょう。

1

2

3
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サービスとしてのケイパビリティの提供
長年にわたって、多くの企業は企業全体で必要とされ
る自動化、アナリティクス、プログラムマネジメントな
どのケイパビリティ領域で専門知識を構築してきまし
た。しかしながら各事業部門が独自に必要な人材の育
成および調達を行うことからサイロ化が進み、コスト
および人材確保の面で余剰が生じています。シェアー
ドサービス体制を通して重要なケイパビリティが生産
および提供されることによってスケールアップや、より
大きな効果をもたらすことが可能です。

このことを認識し、成果を上げるサービスデリバリー
機能は企業全体にわたってサービスとしてケイパビリ
ティを開発、拡張そして展開するための中央ハブとなり、
費用対効果および生産性向上を実現します。ある
Deloitteの調査によると、AIとRPAが組み合わさった
インテリジェントオートメーションに関する全社的戦略
を有する企業は、平均して24％のコスト削減および
8％収益増加を実現しているのに対し、戦略なしで自
動化を図った企業は、平均して14％のコスト削減およ
び3％の収益増加にとどまっています4。

1

全社的戦略あり

インテリジェントオートメーションの恩恵

24%

14%

8%

3%

全社的戦略なし

コスト削減 収益増加

出所：Deloitte Insights、2019年9月6日
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デジタルトランスフォーメーションの推進
複数のレガシーシステムからデータを収集し分析する
必要に迫られた企業は、しばしばテクノロジーを単一
のソリューションに統合するリソースを欠いています。
しかし幸いなことに、データに関する課題の多くは、大
規模なシステムの見直しを必要としない方法により対
処が可能です。この課題はこれまでのCrunch Time
シリーズにおいて論じられています。（例えば「Crunch 
time XIII－決断の時13CFOのための戦略的データ
管理ガイド」をご参照ください。）

ワークフローアプリケーション、オーケストレーションソ
フトウェアおよびクラウドベースプロダクトは、システ
ム上のギャップを埋めることができ、データを移行する
必要なく、事業部門を跨いで情報を収集可能となりま
す。データラングリングツールは生データの収集、変
換・整形およびエンリッチ化に役立つツールで、デー
タをより利用しやすいフォーマットに変換します。これ
らのソリューションは特に大量の財務データを取扱う
税務チームに有益です。彼らは普段からコンプライアン
ス要件を満たすために、データの収集、準備および検
証に相当な時間を費やしています。

センターオフィスで管理すると、これらのデジタルアセッ
トをエンドツーエンドでバリューチェーン全体に展開す
ることができます。各事業部門は恩恵を受けることが
できます。そして企業全体の利用基準を統一し、維持
することができます。

CX（カスタマーエクスペリエンス）の向上
顧客のニーズ、要望および悩みの種を詳細に理解する
ことが、センターオフィスに関するコンセプト立案の鍵
となります。有意義なCXを提供するために、サービス
デリバリー部門のリーダーは次の点を中心に構成され
た戦略を進めています。

 • コラボレーション：顧客、ビジネスリーダーおよび
サービスプロバイダ（外部パートナーを含む）が集ま
り、イノベーション機会の特定、優先順位の設定、
フィードバックの仕組みの確立、進捗管理を行います。

 • アクセシビリティ：顧客は、いつ、どのような方法
（チャットボット、電話、アプリ、メールまたはテキスト
メッセージ等）で、サービスチームとコミュニケーショ
ンを取りたいかを選択できます。

 • 集約化：共通のインターフェースによって、顧客は、
複数の機能領域にまたがる課題に対するフィード
バックの取得や問題の報告およびサービス依頼が行
えます。

これらの各戦略は、今度は、リーダーの行動や従業員
教育および従業員コミュニケーションを活用すること
で、絶えず強化されます。
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多様な
働き方の活用
多様な働き方には契約社員、ギグワーカー、クラウド
ワーカーが含まれており、専門スキルを有する柔軟な
人材へのアクセスを必要とするエンタープライズサービ
スデリバリーチームは、これら人材を活用しています。
すでに5,700万人強を数えるこの労働力は、急速に拡
大しています。2014年以降で8.1％増加し、2027年
までに米国の労働人口の過半数を占めることが予測さ
れています5。

12
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これまでフルタイム従業員しか利用してこなかった業界も、季節的な需要急増に対処するために、契約労働者を活用
し始めています。同様のモデルは、例えば四半期決算サイクルやM&A活動、その他の突発的に増えるタスクの支援
といった形で、エンタープライズサービスデリバリーにも適用できるでしょうか。

多様な働き方の種類

契約労働者
個別タスク実施のために雇
用され、一般的に、時給制、
日給制またはプロジェクト
単位で給与が支払われます

ギグワーカー
通常、アプリのサービスを通
して雇用され、ある作業を
完了するためのタスク（また
はマイクロタスク）単位で給
与が支払われます

クラウドワーカー
プロジェクトに参加するた
めに選考があり、通常、選
考を通過した人だけが仕事
に関与することができます

必要時に有用な人材

オンデマンドキャパシティ
季節需要、外部事象および
決算サイクルなどに由来する
仕事量の急増に対応します

専門知識
税務や規制などに関する独
自の専門知識があります

新規市場への参入支援
市場動向や言語、文化など
に精通しています

着手する前に

プロセスの分解
具体的なタスクに分解し、
どのタスクを割り当てるの
が適切かを判断する基準を
設定します

役割要件の確定
タスクの種類別に要件を確
定します

正社員の再配置
単純作業から解放された正
社員を有効活用します

法務及びリスク
アドバイザーとの協議
多様な働き方の適切な活用、
および従業員の契約形態等
に関する問題について協議
します。ただしこれらは、雇
用者に対して、経済的、法
的および社会的に重大なリ
スクや責任を生じさせる可
能性があります
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事例

センターオフィスコンセプトを利用し、企業全体にわた
るエンドツーエンドの視点を用いて、様々なビジネス課
題に取り組んだ6社の事例を紹介します。これらの改
革は、サービスデリバリーに関する一元的アプローチ
なしでは、現状維持や今後の拡大がはるかに難しいも
のになるでしょう。

14
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ビジネス課題
サービスデリバリー
ソリューション 成果

消費財

M&A統合の
リードタイム短縮

機能横断的なM&A統合チー
ムを作り、デューデリジェンス
時に、より正確にシナジー効
果の予測を検証し、買収後の
統合を促進しました

M&A統合のリードタイムを
半分に短縮し、短縮された各
日について、1日あたり400
万ドルの純益を会社にもたら
しました

食品・飲料

投資対効果を高めるために、
ビジネスセグメントを跨いだ
検討・分析に秀でた専門的
人材の確保

アナリティクス担当者チーム
の一元化および能力向上を
行い、高度データ分析および
ビジュアライゼーションを提
供しました。また、データアナ
リティクスのキャリアパスを創
設しました

センターオブエクセレンス
（CoE）を創設し、企業全体
に対して高度アナリティクを
提供し、データの標準化や、
より効果的な企業の優先順
位の設定を行いました

石油・ガス

受注残を引き起こすサプライ
チェーンの問題およびCXに
影響を及ぼす課題の解決

エンドツーエンドで調達から
支払に至るサイクルに関わる
多数のデータを分析した結果、
サプライヤーが需要に対応で
きておらず、複数ルートでの
追加調達が発生していること
が原因であると判断しました

迅速に問題を特定し、受注の
拡大に対応できる新規サプラ
イヤーを追加した結果、輸送
の削減、取引コストの削減お
よびCXの向上につながりま
した

医薬品

顧客との相互コミュニケー
ション管理、デジタルツール
の統合およびフィードバック
追跡を図るための顧客ポータ
ルの整理統合

簡単な指示で容易に操作で
きる、複数の機能およびチャ
ネルで使用される新しいワー
クフローシステムや双方向性
コミュニケーションツールを
導入しました

外部セルフサービス利用が3
倍に増え、シェアードサービ
スの生産性が20％向上し、
顧客満足度の向上につなが
りました

工業用品

仕入債務回転日数の短縮お
よび運転資本の捻出

買掛金担当シェアードサービ
スチームおよび一括調達を活
用し、支払漏れの根本的原因
を突き止め、地域の特性に
合ったサプライヤー行動計画
を策定しました

9か月間で4億ドルの運転資
本コスト削減を達成しました

消費財業界

消費税を記載した、数千通に
わたる請求書を検索するマ
ニュアル作業の排除

適切なシステムで請求書を見
つけ、共有ドライブに同ファイ
ルをPDF形式で保存する
RPAを開発しました

同プロセスの95％を自動化
することで、年間1,500FTE
以上を削減した結果、ターン
アラウンドタイムの短縮、リス
クの低減、品質の向上および
業務負担の削減（罰金および
利子を含む）を実現しました
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新しい方法でサービスを提供することの経済的価値が
明らかだとしても、統制が難しいといった理由から、い
まだにデリバリーモデルの転換は困難であると言われ
ることもあります。「この仕事をするためには、私の業
務を理解している誰かにそばにいてもらう必要がある」
という声を聞く準備をしておいてください。有力なチェ
ンジリーダーとなるためにはCFOになる以上の能力
が必要になります。たいていの場合、影響力およびコ
ミュニケーション力が成功を左右します。

社内の軋轢を避け、思い描いた成果を達成するために
役立つ、5つの戦略を紹介します。

1.   CEOの協力の確保：サービスデリバリーの機能横
断的な性質を踏まえ、変革の障害となる可能性の
ある社内政治的問題などを乗り切るためには、トッ
プからの支援が必要不可欠です。

2.   各リーダーと目標の共有：困難を生じさせないた
めに必要なのは、CEOの協力だけではありません。
経営層が共有する、明確に示されたビジョンが求
められます。改革すべき業務および改革の方法、そ
して主要ステークホルダーへの影響に関して、全
てのリーダーの合意が必要です。

3.   人材を引き付ける魅力の創出：サービスデリバリー
チームに優秀な人材を引き付けるために、企業全
体から見たその仕事の本質や、ロボティクスやデー

タサイエンスなどの高度に専門化した分野での
キャリア構築の機会であることを強調しましょう。

4.   強固なガバナンスの提供：機能を横断する戦略的
および運営上の課題に対処するために、必ずサー
ビスデリバリーチームのガバナンス体制、意思決定
の権限および役割を明確にします。ビジネスリー
ダーおよび顧客をサービスデリバリー運営委員会
の一員に迎えることも有益です。

5.   結果を重視：事業への価値提供に基づいた、サー
ビスの定義と測定を行い、動機付けを行いましょう。
これには、ビジネスリーダーによる年間サービス目
標やパフォーマンス指標への合意が必要です。個
人のパフォーマンスだけでなく、組織としてチーム
パフォーマンスを測定することも、非常に重要です。

成果の獲得
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組織変革を推進する上で、
数字に表れる成果は
ほんの一部にすぎません。

17
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おわりに

エンタープライズサービスデリバリーを再考する時が
やってきました。破壊的な出来事、市場トレンド、デ
ジタル化の進展によって、企業は急速に、繰り返し変
化に適応することを余儀なくされています。新しい
サービスデリバリーモデルは、組織が将来のいかな
る出来事にも対処できるよう準備を整えるために、
機能横断的リソースを活用し、イノベーションを推進
し、環境変化への対応力を向上するのに役立つでしょ
う。

コスト削減がサービスモデル転換の大きな要因であ
ることに変わりはありませんが、他の機会も同様に
魅力的なものです。あなたの会社は、そのような機
会を捉える準備ができていますか。
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